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要旨：本研究の目的は，生活習慣病に罹患している高齢者を対象に活動能力を評価し，身

体機能との関連を検討することである。対象・方法は，生活習慣病外来に通院している６５

歳以上の高齢者１６名（男性８名，女性８名，平均年齢７２．０±１０．５歳）を対象に活動能力と

身体機能をスピアマンの順位相関を求めて検討した．結果は，開眼片足立ち保持時間，６

MWT，最大歩行速度，１０�障害物歩行時間，TUGは活動能力と有意な相関が認められた

が，握力，下肢筋力，上体起こしなどの筋力因子とは有意な相関は認められなかった。こ

れらの知見から生活習慣病外来に通院している高齢者の活動能力を維持・向上させるため

には，歩行能力や持久力，バランス能力の低下を予防することの重要性が示唆された。

Abstract: The objective of this study was to evaluate the ability to perform daily living activities

in elderly patients with lifestyle-related diseases, and investigate its association with various physi-

cal functions. The subjects were 16 elderly patients aged 65 years or older under outpatient treat-

ment for lifestyle-related diseases (mean age:72.0±10.5 years). The relationships between activities

and various physical functions were analyzed employing Spearman’s rank correlation coefficient. A

significant correlation was noted between the activities of daily living and duration of standing on

one leg with open eyes, 6MWT, maximum walking speed, time required for a 10-m walk with ob-

stacle avoidance, and TUG, but no significant correlation was noted in factors of musclestrength,

such as grip strength, lower limb muscle strength, or sitting up. These findings suggested the impor-

tance of preventing reduction of the gait ability, endurance, and balance function to maintain and

improve daily living activities of elderly patients under outpatient treatment for lifestyle-related dis-

eases.
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�．諸 言

わが国では，２０１５年には高齢者人口が２５％に達する

とされ，高齢社会から超高齢社会へと推移している（島

本２００７）。また，厚生労働省が発表した２００８年度国民

医療費の概要によると，６５歳以上の医療費は全体の

５４．６％（１８兆９９９９億円）（厚生労働省）にまで増加し，

高齢者の保険・医療費の問題が深刻化している。この

ように，高齢者の健康問題はわが国の重要な課題であ

る。

今日の死因の過半数は悪性新生物，虚血性心疾患，

脳血管疾患であり，その危険因子として高血圧症，糖

尿病，高脂血症，肥満などのいわゆる生活習慣病が注

目されている。生活習慣病の発症には食事，運動，喫

煙，飲酒などが関係しており，不適切な生活習慣が継

続することで，無自覚なまま肥満や高血圧症などの生

活習慣病が発症・進行することが多く，放置すれば心

血管疾患の発症と生活の質の著しい低下につながる

（厚生労働省健康局総務課生活習慣病対策室２００４）。

大西ら（２００７）は，１９９７年より北海道の端野町，壮瞥

町の２町において２，０００名の住民を無作為抽出し，循

環器・代謝疾患の前向き疫学調査を継続しており，年

代別，性別の高血圧，糖尿病，高脂血症，肥満の頻度

を平成１４年の国民栄養調査の成績と対比させている。

その結果，生活習慣病の頻度は加齢とともに増加する

ことが明らかとなっている。

近年，老研式活動能力指標を用いて地域在住高齢者

の日常生活活動（Activities of Daily Living：ADL）を

評価し，高齢者の ADL能力に関連する要因を検討し

た先行研究（桂と星野２００７a，渡辺ら２００５a）では，

歩行能力（桂と星野２００７b），骨密度や全身筋肉量（渡

辺ら２００５b）などの身体機能との関連が報告されてい

る。また橋立と内山（２００７）は，地域在住高齢者にお

ける応用歩行の予備能の定量的な評価指標を開発し，

ADLや生活範囲を含んだ生活機能との関連性を検討

した結果，移動機能の必要性が高い ADLと関連が

あったと報告している。

しかしながら，これら高齢者における ADL能力の

関連要因を検討した先行研究は地域に在住している一

般の高齢者を対象としたものであり，生活習慣病を抱

える高齢者の活動能力に関する研究は見当たらない。

そこで本研究は，生活習慣病に罹患している高齢者を

対象に活動能力を評価し，身体機能との関連を検討し

た。

�．対象と方法
１．対 象

対象は当院の生活習慣病外来に定期的に通院してい

る６５歳以上の高齢者１６名（男性８名，女性８名，平均

年齢７２．０±１０．５歳）であり，平均身長は１５５．５±８．２７

�，平均体重は５８．６±１１．９�であった。また，疾患の
内訳は糖尿病患者７名，高血圧症６名，高脂血症３名

であった。

２．方 法

活動能力ならびに握力，下肢筋力，上体起こし，立

位バランス，歩行能力などの身体機能を評価した。

活動能力は老研式活動能力指標（古谷ら１９８７）に

よって評価した。老研式活動能力指標は食事の支度，

金銭の管理，交通手段の利用，知的能動性，社会的役

割など全１３項目から構成されている。「はい」「いい

え」の２件法による回答を求めた。得点が高いほど，

ADL能力が高いことを表す（満点１３点）。

握力の測定には，デジタル式握力計（竹井機器工業

製）を使用した。握力計の表示画面が外側になるよう

に持ち，示指の近位指節間関節が，ほぼ直角になるよ

う握りの幅を調節する。測定姿位は立位で両下肢を左

右に自然に開き，上肢を対側に垂らした状態で，握力

計を身体や衣服に触れないようにした。測定は左右２

回行い，最大値を握力値とした。

下肢筋力として大腿四頭筋筋力を測定した。大腿四

頭筋筋力は，ハンドヘルドダイナモメーター（アニマ

社製等尺性筋力測定装置 μTasF‐１）を用い，被験者を

座位，膝関節９０度屈曲位として左右２回測定し，最大

値を採用した。測定する際，体幹が後傾しないよう口

頭にて指示した。

上体起こしは３０秒間，マット上で臥位姿勢をとり，

両腕を胸の前で組む。両膝の角度を９０度に保った状態

にて両肘と両大腿部がつくまで上体を起こした回数と

した。ただし，臥位姿勢に戻したとき，背中がマット

につかない場合は，回数としない。またこの際，補助

者は１名とし，被検者の両膝を押え固定した。

立位バランスの評価として開眼片足立ち保持時間と

TUGを採用した。開眼片足立ち保持時間の測定方法

は，開眼片足立ち位で姿勢保持できる時間につい

て，１２０秒を上限としてデジタルストップウォッチを用

いて測定した（文部科学省スポーツ・青年局２００１）。

この際，被検者には裸足になること，両上肢はかるく

体側につけること，２�前方の視線と同じ高さの点を
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注視することを条件に測定した。

TUGは高さ４０�の肘掛けのない背もたれ付きの椅
子に背をつけて座った状態から立ち上がり，３�前方
のポールを回って着座し，背もたれに背をつけるまで

の時間をデジタルストップウォッチで計測した（Pod-

siadlo & Richardson 1991）。測定は２回連続して行い，

最短時間（�）を代表値とした。原法（Podsiadlo & Rich-

ardson 1991）では「楽な速さ」で歩行するが，本研究

では最大努力で行ってもらい，測定時の心理状態や教

示の解釈の違いによる影響（島田ら２００６a）を排除し

た。

歩行能力は，最大歩行速度と６分間歩行距離（６Min-

utes Walking Test：以下６MWT），１０m障害物歩行時間

を評価した。最大歩行速度は，平地１１mを最速歩行

してもらい，中間の５mを測定区間として所要時間

をストップウォッチで計測した（Miyabara & Nishi２００８）。

測定は２回連続して行い，その最速値（m／�）を代
表値とした。

６MWTは，片道３０�の廊下を利用した。できるだ
け良い歩行姿勢を保ち，６分間にできる限り長い距離

を歩くよう指示し，その歩行距離を５�単位で測定し
た。スタートから１分毎に，その経過時間を伝え，被

検者には走らないように指示した。

１０�障害物歩行時間は，スタートからゴール地点ま
で２�間隔に設置した６個の障害物（横幅１００�，縦
幅１０�，高さ２０�）をまたぎ越し，１０�（ゴール）地
点の障害物をまたぎ越して，片足が接地した時点まで

にかかる時間とした。なお，走ったり，とび越した場

合はやり直し，障害物を倒した場合はそのまま継続す

るよう指示した。２回計測し，最速値（�）を採用し
た。

統計処理は，対象者の活動能力と身体機能（握力，

下肢筋力，上体起こし，開眼片足立ち保持時間，TUG，

最大歩行速度，６MWT，１０�障害物歩行時間）との関
連をスピアマンの順位相関係数を用いて検討した。

�．結 果

各測定値の平均と標準偏差を表１に示した。活動能

力と各測定項目との相関のうち有意な相関係数が認め

られたのは，開眼片足立ち保持時間（r＝０．６４，p＜

０．０５），６MWT（r＝０．６５，p＜０．０５），最大歩行速度（r

＝－０．５６，p＜０．０５），１０�障害物歩行時間（r＝－０．５０，

p＜０．０５），TUG（r＝－０．５１，p＜０．０５）であった。一

方，握力（r＝－０．３７，p＜０．０５），下肢筋力（r＝－０．３６，

p＜０．０５），上体起こし（r＝－０．１３，p＜０．０５）の３項

目とは有意な相関は認められなかった（表２）。

�．考 察

本研究は，生活習慣病に罹患している高齢者の活動

能力と各種身体機能との関連を検討した。その結果，

活動能力は開眼片足立ち保持時間，１０�障害物歩行，
６MWT，最大歩行速度，TUGと有意な相関を示した

が，握力や下肢筋力，上体起こしなど四肢・体幹筋力

とは有意な相関は認められなかった。これらの結果よ

り，生活習慣病に罹患している高齢者の活動能力は

個々の筋力ではなく，バランス能力や歩行などのパ

フォーマンスが密接に関連していることが明らかと

なった。

６MWTは，持久性体力の指標として広く普及して

いる。Guyattら（１９８５）は，心肺機能障害を有する患

者４３名を対象に，６MWTの測定とエルゴメーターに

よる運動負荷試験を実施し，ADL能力との相関分析

を行った結果，６MWTの方が ADL能力との関連が強

かったことを報告している。同様に，Enrightら（２００３）

の２，２８１名の地域在住高齢者を対象に調査した結果で

も，６MWTと ADL能力との関連を見出している。６

MWTは，単純な生理学的パラメーターではなく，心

肺機能の他に下肢筋力や動作の巧緻性など多くの体力

表１．各測定値の平均値（n＝１６）

平均値±標準偏差

活動能力（点）
握力（�）
下肢筋力（大腿四頭筋）（�）
上体起こし（回）
開眼片足立ち保持時間（秒）
TUG（秒）
最大歩行速度（�／�）
６MWT（�）
１０�障害物歩行時間（秒）

１０．６ ± １．７
２７．７ ± ７．８
２０．３ ± ５．６
０．９ ± １．５
３０．８ ± ４０．０
７．３ ± ３．５
３．５ ± １．８
４４０．９ ± １１５．０
９．２ ± ５．５

表２．活動能力と各測定値との関連（n＝１６）

相関係数

握力
下肢筋力（大腿四頭筋）
上体起こし
開眼片足立ち保持時間
TUG

最大歩行速度
６MWT

１０�障害物歩行時間

－０．３７
－０．３６
－０．１３
０．６４＊

－０．５１＊

－０．５６＊

０．６５＊

－０．５０＊

＊p＜０．０５
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要素を含んでいることより，活動能力との関連が本研

究においても認められたと推察した。

鈴木ら（２０００‐１０）は，老研式活動能力指標と最大

歩行速度との関連を検討した結果，両者には有意な相

関があったと報告している。また，石原ら（２００１）は

老人保健施設に入所中の女性高齢者を対象に ADLと

身体機能との関連について検討した結果，ADLと１０

m障害物歩行との間に有意な相関が認められたと報

告している。本研究においても先行研究を追認し，活

動能力を維持する上で歩行能力が重要であることが示

唆された。

TUGは高齢者のバランス能力の評価法として開発

（Podsiadlo & Richardson 1991）され，その信頼性と妥

当性が繰り返し報告され（島田ら２００６b），ADL（Pod-

siadlo & Richardson 1991, Brooks etal.２００６）と関連する

ことが明らかになっている。開眼片足立ち保持時間は，

バランス能力を評価する代表的な評価項目である。島

田ら（２００２）は虚弱高齢者６２名を対象に２１ヵ月間の縦

断研究を行い，開眼片足立ち保持時間が短いほど，転

倒を頻繁に経験していることを報告している。また村

田ら（２００９）は地域在住高齢者の転倒と身体・認知・

心理機能に関する研究を行い，転倒経験群が非経験群

より老研式活動能力指標が低い値を示したことを報告

している。この他の先行研究においても老研式活動能

力指標と転倒との関連について既に報告（原田ら２００６，

鈴木ら１９９９）されており，バランス能力は活動能力

の関連要因であることが示されている。今回の結果で

もこれら先行研究を追認した。

一方で握力，下肢筋力，上体起こしの３項目では活

動能力との相関は認められず，先行研究とは矛盾する

結果となった。その理由として，活動能力の評価とし

て老研式活動能力指標を用いたが，動作に関連する項

目であったため，握力，下肢筋力，上体起こしなどで

使う個々の筋力より歩行やバランス能力などとの関連

が強く認められたのかもしれない。あるいは，握力や

下肢筋力，上体起こしなどの上下肢・体幹筋力は女性

よりも男性の方が優位に高いが，活動能力の評価項目

に「日用品の買い物」や「食事の準備」など，女性に

とって義務的な役割と考えられる項目が含まれている

ため，個々の筋力と活動能力に有意な相関を示さな

かったことが推察される。

これらの知見より，生活習慣病外来に通院している

高齢者の ADL能力を維持・向上させるためには，歩

行能力や持久力，バランス能力の低下を予防すること

が，四肢・体幹筋力をより向上させることより重要で

あることが示唆された。

しかし，本研究で調査が行えたのは，生活習慣病外

来に通院している高齢者のうち約１割に止まっており，

生活習慣病である高齢者のなかでも健康に関心があり，

積極的に日常生活を営んでいることが推察される。今

後は，身体機能や活動能力を測定できない，および測

定しない高齢者を対象に調査を行う必要がある。
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